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高山市財務諸表について 

 

高山市では、健全で持続可能な財政基盤の確立を図るとともに、高山市の財政状況をわかりやすく市

民のみなさんに知っていただくため、決算に基づく財務諸表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変

動計算書、資金収支計算書）を総務省が示す「統一的な基準」により作成・公開しています。 

（平成２７年度までの財務諸表（総務省方式改訂モデル）と平成２８年度以降の財務諸表は算出方法

が異なります。） 

 

 総務省方式改訂モデルと統一的な基準との比較は主に次のとおりです。 

 総務省方式改訂モデル 

（平成２７年度まで） 

統一的な基準 

（平成２８年度から） 

①財務書類の作成

方法 

地方財政状況調査（決算統計）のデータ

を活用し財務書類を作成 

個々の支出伝票を複式仕訳し財務書類を作成 

②固定資産台帳の

整備 

地方財政状況調査（決算統計）のデータ

から固定資産価格を推計 

固定資産台帳の整備により個々の資産情報を

把握 

③比較可能性の確

保 

基準モデル、総務省方式改訂モデル、そ

の他の方式といった複数の方式が存在 

統一的な基準による財務書類等によって団体

間での比較可能性を確保 

また、統一的な基準では、 

・ 一般会計と学校給食費特別会計で構成する「一般会計等」 

・ 上記の「一般会計等」にその他の特別会計、企業会計を含めた「全体」 

・ さらに、一部事務組合や出資団体などの外郭団体を含めた「連結」 

の３種類の財務諸表を公開することとしています。 

ただし、下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計については、地方公営企業法適用による

令和２年度の公営企業への移行後に連結することとしています。 

 

【対象となる会計・団体のイメージ】 

 
古川国府給食センター利用組合

国民健康保険事業 飛騨農業共済事務組合

介護保険事業 岐阜県市町村会館組合

後期高齢者医療事業 岐阜県後期高齢者医療広域連合

卸売市場事業 高山市土地開発公社

観光施設事業 一般財団法人高山市施設振興公社

※下水道事業 一般財団法人高山市福祉サービス公社

※農業集落排水事業 一般財団法人荘川観光振興公社

水道事業（企業会計） 一般財団法人位山ふれあいの里

一般財団法人高根村観光振興公社

一般社団法人高山市文化協会

一般財団法人飛騨高山大学連携センター

一般財団法人飛騨地域地場産業振興センター

飛騨高山森林組合

株式会社サンサンあさひ

有限会社ひだ桃源郷

一般財団法人高山市体育協会

株式会社まちづくり飛騨高山

比

例

連

結
全体

外郭団体等

地方公社

一部事務

組合等

全

部

連

結※　地方公営企業法適用後に連結予定

高山市

一
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会

計

特別会計・企業会計

学
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費

一般会計等

連結
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市民１人あたりの貸借対照表 〔令和2年3月31日現在人口　86,905人〕

平成31年度　一般会計等　貸借対照表

負　　　　債 36.6万円

純　資　産 229.9万円

行政サービスを提供するために保有している資産(財産)と、
　　 その資産をどのような財源で賄ってきたかを表しています。

198.5万円

投資その他
の資産

有形固定資産
無形固定資産

固
定
資
産

266.5万円

40.2万円

流動資産 27.8万円

資産合計 266.5万円 負債及び純資産合計

【資産の部】

行政サービスを提供するために

保有している資産（財産）

固定資産 2,094億円

有形固定資産 1,746億6千万円
庁舎、学校などの事業用資産や道路、橋などのイ

ンフラ資産など建設的な事業にこれまでに使われ

たお金の総額です。建物や工作物などの整備費

はその耐用年数により減価償却をしています。

無形固定資産 4億9千万円
地上権や借地権、水利権など形の無い資産の総

額です。

投資その他の資産 342億5千万円
関係団体への出資金や夢・まちづくり基金、福祉

健康基金など特定目的の基金（貯金）などの総

額です。

流動資産 242億4千万円

現金、すぐに現金化することができる基金（貯金）、市税

など市に納めてもらうお金のうち、まだ収入されていな

いものなどの総額です。

【負債の部】

将来の世代が負担する金額

借入金（市債） 270億7千万円

これまでに学校や道路などを建設するための財源として

国や銀行から借りたお金（借金）の残高です。

引当金 81億8千万円

年度末に市職員全員が普通退職したと想定した場合に

必要となる退職手当など、将来発生することが見込まれ

る費用の総額です。

未払金等 15億7千万円

負債合計 368億2千万円

【純資産の部】

これまでの世代が負担した金額

これまでに学校や道路などを建設するために使われた

お金のうち、国や県からの補助金、税金などのお金の

総額です。

純資産合計 1,968億2千万円

計 2,336億4千万円 計 2,336億4千万円

概要版

数値は端数処理をしています。

（ ）は前年度との比較額です。

【資産の部】

行政サービスを提供するために

保有している資産（財産）

固定資産 2,074億5千万円

有形固定資産 1,720億3千万円
庁舎、学校などの事業用資産や道路、橋などのイ

ンフラ資産など建設的な事業にこれまでに使われ

たお金の総額です。建物や工作物などの整備費

はその耐用年数により減価償却をしています。

無形固定資産 4億9千万円
地上権や借地権、水利権など形の無い資産の総

額です。

投資その他の資産 349億3千万円
関係団体への出資金や夢・まちづくり基金、福祉

健康基金など特定目的の基金（貯金）などの総

額です。

流動資産 241億3千万円

現金、すぐに現金化することができる基金（貯金）、市税

など市に納めてもらうお金のうち、まだ収入されていな

いものなどの総額です。

【負債の部】

将来の世代が負担する金額

借入金（市債） 224億5千万円

これまでに学校や道路などを建設するための財源として

国や銀行から借りたお金（借金）の残高です。

引当金 79億9千万円

年度末に市職員全員が普通退職したと想定した場合に

必要となる退職手当など、将来発生することが見込まれ

る費用の総額です。

未払金等 13億4千万円

負債合計 317億8千万円

【純資産の部】

これまでの世代が負担した金額

これまでに学校や道路などを建設するために使われた

お金のうち、国や県からの補助金、税金などのお金の

総額です。

純資産合計 1,998億円

計 2,315億8千万円 計 2,315億8千万円

概要版

数値は端数処理をしています。

（ ）は前年度との比較額です。
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維持補修費

減価償却費

その他（物件費等）

支払利息

その他（業務費用）

補助金等

社会保障給付

他会計等への支出額

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

市民１人あたりの性質別の行政コスト 〔令和2年3月31日現在人口　86,905人〕

平成31年度　一般会計等　行政コスト計算書

合　　　　　計 456,876 円

資産の形成につながらない行政サービスに要した
　　 費用（行政コスト）を性質別に表しています。

17.4%

38.3%

0.9%

43.4%

79,654 円

175,062 円

3,928 円

198,232 円

人件費　（人にかかるコスト）

物件費等（物にかかるコスト）

その他業務費用（その他のコスト）

　移転費用（移転支出的なコスト）

業
務
費
用

人件費

69億2千万円

17.4%

物件費等

152億1千万円

38.3%

その他の業務費用

3億4千万円

0.9%

移転費用

172億3千万円

43.4%

職員給与費

55億円

13.9%

賞与等引当金繰入額

4億2千万円

1.1%

退職手当引当金繰入

3億3千万円

0.8%

その他

6億7千万円

1.7%

物件費

80億7千万円

20.3%

維持補修費

12億5千万円

3.2%
減価償却費

58億8千万円

14.8%

その他（物件費等）

1千万円

0.0%

支払利息

1億2千万円

0.3%

徴収不能引当金繰入

額

5千万円

0.1%

その他（業務費用）

1億7千万円

0.4%

補助金等

55億2千万円

13.9%

社会保障給付

76億8千万円

19.3%

他会計等への支出額

40億4千万円

10.2%

概要版

合 計

397億円

性質別の行政コスト

数値は端数処理をしています。

（ ）は前年度との比較額です。
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市民１人あたりの資金収支計算書 〔令和2年3月31日現在人口　86,905人〕

平成31年度　高山市資金収支計算書

１年間の現金の動きを３つの活動に区分して表しています。

456,788 円 

75,336 円 

23,445 円 

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

人件費や物件費、社会保障給付などの支出と市税や地方交付
税などの収入

学校、道路などの整備や出資、基金への積立てなど資産形成に
かかる支出と国・県の補助金、基金の取崩しなどの収入

借金の返済と新たな借入れによる収入

46,333 円 △22,888 円 財務活動収支

555,570 円 559,011 円 △3,441 円 

業務活動収支

投資活動収支

合　　　計

支　　出

401,015 円 55,773 円 

111,663 円 △36,327 円 

収　　入 収　　支

348億5千万円

397億円

97億円

65億4千万円

40億3千万円

20億4千万円

支出

収入

業務活動収支

48億5千万円

投資活動収支

△31億6千万円
財務活動収支

△19億9千万円

合計収支

△3億円

概要版

合計 485億8千万円

合計 482億8千万円

数値は端数処理をしています。
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一般会計等 財 務諸表 
 

 

 

         対象となる会計 

一般会計 

学校給食費特別会計 
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貸借対照表 

 

地方自治体の経理は、年度内の収入と支出を単純に差し引きする単式簿記の方法であり、取得した資

産についての減価償却など資産評価的な経理は行われていません。そのため、資産形成の内容、現在の資

産価値などがわからない状態でした。 

貸借対照表（ＢＳ）は、資産形成とその財源（市債など）の状況を明らかにすることが可能であり、

投資に対する効果などを評価することにより、長期的な財政運営の効率化を図る上で重要な指標となって

います。 

 

 

平成３１年度の一般会計等 貸借対照表から‥  

 

 これまでに高山市では、２，３１５億８千万円の資産を形成しています。財源の内訳として１，９９８

億円は、これまでの世代が負担（国県補助金含む。）したもので既に支払を済ませており、残り３１７億

８千万円は、将来世代の負担として今後に債務の支払いをしていくことになります。 

 

①  有形固定資産の整備状況 

資産の２，３１５億８千万円のうち、１，７２０億３千万円が土地、建物等の有形固定資産となっ

ています。前年度と比較して１０億４千万円減となっていますが、これは小中学校校舎空調整備１３

億３千万円、道路整備橋りょう整備１４億７千万円（うち災害復旧分５億３千万円）、河川整備４億８

千万円（うち災害復旧分４億１千万円）、若者等活動拠点施設整備事業１億８千万円、などにより総額

５１億円の資産が増加しましたが、減価償却により４４億６千万円、普通財産の除却・売却により１

６億８千万円、総額６１億４千万円の資産が減少したことによるものです。 

 

②  将来の支出に対する貯蓄状況 

資産形成に係る市債の返済や将来の支出に充てる貯蓄となるのが基金の積立残高で、固定資産と流

動資産の基金をあわせて５４３億８千万円あり、前年度と比較して３千万円減少しています。 

それに対して借金は、地方債と翌年度償還予定地方債を合わせて２２４億５千万円あり、前年度と

比較して１９億９千万円減少しています。このうち２０５億円については、後年度に地方交付税で措

置されることが見込まれているものであり、実際に高山市が負担する割合は低くなります。 

 

③  市税等の回収状況 

未回収の市税等は、投資等の長期延滞債権（１年以上回収されていない債権）と流動資産の未収金

（１年未満の債権）に計上しています。長期延滞債権と未収金の主な内容は、市税の未回収額７億８

千万円で前年度に比べ１億１千万円減少しました。今後も早期回収に努めていきます。

 



（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 207,451,320 固定負債 26,475,147

有形固定資産 172,031,009 地方債 18,645,021

事業用資産 93,678,829 長期未払金 942,845

土地 54,267,485 退職手当引当金 6,887,281

立木竹 89,728 損失補償等引当金 -

建物 105,228,444 その他 -

建物減価償却累計額 △ 68,817,912 流動負債 5,307,393

工作物 5,621,174 1年内償還予定地方債 3,804,756

工作物減価償却累計額 △ 3,934,216 未払金 121,074

建設仮勘定 1,224,126 未払費用 -

インフラ資産 76,680,130 前受金 -

土地 1,504,264 前受収益 -

建物 - 賞与等引当金 418,162

建物減価償却累計額 - 預り金 241,002

工作物 191,310,892 その他 722,400

工作物減価償却累計額 △ 116,843,735 31,782,541

建設仮勘定 708,709 【純資産の部】

物品 6,553,261 固定資産等形成分 228,483,766

物品減価償却累計額 △ 4,881,211 余剰分（不足分） △ 28,686,021

無形固定資産 489,608 他団体出資分 0

ソフトウェア 832

その他 488,776

投資その他の資産 34,930,702

投資及び出資金 1,114,562

有価証券 216,603

出資金 897,959

その他 -

投資損失引当金 △ 49,890

長期延滞債権 750,574

長期貸付金 -

基金 33,285,513

減債基金 1,612,079

その他 31,673,435

その他 -

徴収不能引当金 △ 170,057

流動資産 24,128,966

現金預金 2,376,715

未収金 149,178

短期貸付金 -

基金 21,097,597

財政調整基金 16,938,912

減債基金 4,158,685

棚卸資産 465,475

その他 40,000

徴収不能引当金 - 199,797,745

231,580,285 231,580,285

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

一般会計等　貸借対照表

科目 科目

負債合計

（令和2年 3月31日現在）
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行政コスト計算書 
 

貸借対照表が自治体の資産、負債等といった資産形成の状況を明らかにするものに対して、人的サー

ビス、給付サービスといった行政サービスの状況を明らかにするための指標となるのが行政コスト計算書

（ＰＬ）です。民間企業における「損益計算書」にあたります。 

この行政コストは、現金の支出だけでなく、減価償却費、賞与等や退職手当引当金繰入額、徴収不能

引当金繰入額といった非現金支出を含めることにより、コスト全体が把握できることとなります。現金支

出のみに着目した、予算、決算時の議論、分析は、ともすれば資産形成に要する費用の多少に向けられが

ちですが、行政コストを明確に把握することで、行政活動の効率性を検討することができれば、将来の有

効活用を含めた長期的なコスト意識の醸成につながると考えます。 

 

平成３１年度の一般会計等 行政コスト計算書から‥  

① 経常費用 

経常費用は、毎年度経常的に発生するものをいい、大きく次の４つに分類されます。 

・人件費（人にかかるコスト） 

・物件費等（物にかかるコスト） 

・その他の業務費用（その他のコスト） 

・移転費用（移転支出的なコスト） 

経常費用の総額は３９７億円で、性質別では、「移転費用（移転支出的なコスト）」が１７２億２千万

円で最も多く、次いで「物件費等（物にかかるコスト）」が１５２億１千万円となっており、あわせて全

体の８１．７％を占めています。 

 

② 経常収益 

経常収益は、使用料や手数料、その他として財産運用収入や預金利子などの諸収入のことで、総額

は２６億円となっています。 

経常収益の額の経常費用に対する比率、いわゆる受益者負担割合は６．６％となっています。 

 

③ 純経常行政コスト 

経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは、３７１億円となっています。 

経常収益には税収を含めないため大幅なコスト超過になっていますが、純経常行政コストは、市税、

地方譲与税、地方交付税といった一般財源で賄うことになります。 

 

④ 純行政コスト 

③の純経常行政コストに、臨時損失、臨時収益を加えたものが純行政コストで、３８０億５千万円

となっています。 

臨時損失・臨時収益には、災害復旧事業にかかる費用のほか、土地や建物などの資産の売却・譲渡

や除却による損益、また投資損失引当金繰入額などがあります。平成２７年度までの財務諸表（総務

省方式改訂モデル）では、純資産変動計算書の中に計上されていました。 

 



（単位：千円）

経常費用
業務費用

人件費
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失

災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト
※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

-

5,481,856

671,380
15,213,802
8,076,501
1,248,619
5,879,218

9,464
341,325
122,262
47,896
171,166

17,227,364

38,052,125

-
16,705

1,532
55,218
55,218

334,211

2,040,431
37,104,111
1,003,232

782,372
202,623

7,666,212
4,044,592

34,705
2,600,714

560,282

一般会計等　行政コスト計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額
39,704,825
22,477,461
6,922,334
5,498,582

418,162
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純資産変動計算書 
 

貸借対照表の純資産の部の各勘定が会計年度中にどのように変動したかを表すのが純資産変動計算書

（ＮＷ）です。 

資産を形成するために使われたお金のうち、これまでの世代が負担してきた部分が増加したのか、あ

るいは減少したのかがわかります。 

 

平成３１年度の一般会計等 純資産計算書から‥  

①  純行政コストについて 

純行政コスト３８０億５千万円に対し、税収等（市税、地方譲与税、地方交付税等の一般財源、分

担金・負担金、寄附金など）と国や県からの補助金等の収入の合計が３８７億６千万円となっていま

す。したがって本年度差額は、７億１千万円となり財源超過であることがわかります。 

この差額がマイナスとなった場合は、当年度の行政サービスにかかったコスト（純行政コスト）が

当年度の財源（税収等、国県等補助金）で賄えていなかったことを表し、「将来の世代」に負担額を先

送りしたことを示します。 

 

② 固定資産等の変動 

ここでは、貸借対照表の固定資産等の変化について詳しく計上しています。 

今年度は、有形固定資産等で４９億８千万円、貸付金や基金等で４８億２千万円、総計９８億円を

支出し、資産形成をしました。それに対し、減価償却、除却や売却、基金の取崩しなどにより、合計

１０９億７千万円資産が減少しました。 

 

②  資産評価差額、無償所管替等 

資産評価差額は、時価のある有価証券や売却を予定している普通財産の評価替えなどによる差額で、

１千万円の減少となっています。 

無償所管替等は、地域へ無償譲渡した財産などにより１億８千万円減少しています。 

 

以上により、１年間で７億６千万円の純資産が増加しました。  

 



（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 199,036,692 229,604,734 △ 30,568,042

純行政コスト（△） △ 38,052,125 △ 38,052,125

財源 38,761,612 38,761,612

税収等 29,276,150 29,276,150

国県等補助金 9,485,462 9,485,462

本年度差額 709,487 709,487

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,173,282 1,173,282

有形固定資産等の増加 4,972,850 △ 4,972,850

有形固定資産等の減少 △ 6,116,316 6,116,316

貸付金・基金等の増加 4,822,502 △ 4,822,502

貸付金・基金等の減少 △ 4,852,318 4,852,318

資産評価差額 △ 9,016 △ 9,016

無償所管換等 △ 177,348 △ 177,348

その他 237,931 238,678 △ 747

本年度純資産変動額 761,053 △ 1,120,968 1,882,021

本年度末純資産残高 199,797,745 228,483,766 △ 28,686,021

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

科目 合計

一般会計等　純資産変動計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日
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資金収支計算書 
 

歳入歳出決算書は、款項目別に表示され、資本取引と損益取引の区分がない現金の出入りの情報が中

心であるため、資産や負債といったストック情報につながらないなど、資金収支の状況を明確にしていま

せん。 

この欠陥を補完するのが資金収支計算書（ＣＦ）です。業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支

の３区分により表示することにより、行政活動別の資金収支の状況がわかります。 

 

平成３１年度の一般会計等 資金収支計算書から‥ 

 

① 業務活動収支について 

業務活動収支では、行政サービスをおこなう中で毎年度継続的に収支されるものを計上しています。 

業務支出の合計は３４０億７千万円で、主な経費としては物件費等支出が９４億１千万円（２７．

６％）、扶助費などの社会保障給付支出が７６億７千万円（２２．５％）、人件費支出が７１億５千万

円（２１．０％）となっています。 

業務収入は３９０億２千万円で、税収等（市税、地方譲与税、地方交付税といった一般財源や分担

金、負担金、寄附金）が２９８億３千万円（７６．４％）で主となっています。 

災害復旧事業などの臨時支出、収入を含め業務活動収支は４８億５千万円の収入超過となっており、

公共資産整備や地方債償還に充当されることになります。 

 

② 投資活動収支について 

投資活動収支では、公共施設の整備事業や基金への積立て、投資・出資などの収支されるもの計上

しています。 

支出合計は９７億円で、基金の積立てに３７億１千万円（３８．２％）、公共施設等の整備に４９億

７千万円（５１．２％）を支出しました。 

収入としては基金の取り崩し３７億６千万円や国・県からの補助金１５億８千万円がありましたが、

収支は３１億６千万円の財源不足となっています。 

 

③ 財務活動収支の部 

財務活動収支では、借金（地方債）の借入れや返済などの収支を計上しています。 

支出は地方債の元金返済で４０億３千万円、歳入は地方債の新たな借入れにより２０億４千万円、

収支では１９億９千万円のマイナスとなりました。 

財務活動収支のマイナスは、市の新たな借金よりも返済が多いことを表し、将来の世代への負担が

減少したこととなります。 

なお、投資活動収支、財務活動収支の財源の不足額は業務活動収支や期首歳計現金残高で賄われた

ことになります。 

 

以上により、１年間で３億円の歳計現金が減少し、期末の歳計現金残高は２１億４千万円、歳計外を

加えた現金預金残高は２３億８千万円となりました。 



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 34,067,805

業務費用支出 16,779,135
人件費支出 7,147,722
物件費等支出 9,409,533
支払利息支出 122,262
その他の支出 99,618

移転費用支出 17,288,670
補助金等支出 5,543,162
社会保障給付支出 7,666,212
他会計への繰出支出 4,044,592
その他の支出 34,705

業務収入 39,022,944
税収等収入 29,828,406
国県等補助金収入 6,695,084
使用料及び手数料収入 559,019
その他の収入 1,940,435

臨時支出 782,372
災害復旧事業費支出 782,372
その他の支出 -

臨時収入 674,257
業務活動収支 4,847,023
【投資活動収支】

投資活動支出 9,704,086
公共施設等整備費支出 4,972,850
基金積立金支出 3,705,236
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 1,026,000
その他の支出 -

投資活動収入 6,547,107
国県等補助金収入 1,581,819
基金取崩収入 3,763,020
貸付金元金回収収入 1,026,000
資産売却収入 83,392
その他の収入 92,876

投資活動収支 △ 3,156,979
【財務活動収支】

財務活動支出 4,026,601
地方債償還支出 4,026,601
その他の支出 -

財務活動収入 2,037,500
地方債発行収入 2,037,500
その他の収入 -

財務活動収支 △ 1,989,101
△ 299,057
2,434,770
2,135,713

前年度末歳計外現金残高 256,177
本年度歳計外現金増減額 △ 15,175
本年度末歳計外現金残高 241,002
本年度末現金預金残高 2,376,715

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等　資金収支計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額

- 12 -



 

 

 

 

全体 財 務諸表 
 

 

 

         対象となる会計 

一般会計 

学校給食費特別会計 

国民健康保険事業特別会計 事業勘定 

国民健康保険事業特別会計 直営診療施設勘定 

地方卸売市場特別会計 

介護保険事業特別会計 

観光施設事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

水道事業会計（企業会計） 

※ 下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計は、 

地方公営企業法適用後に連結を予定しています。 

 

 



（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 230,796,746 固定負債 37,061,921

有形固定資産 195,362,710 地方債 24,706,251

事業用資産 95,372,678 長期未払金 942,845

土地 55,733,778 退職手当引当金 6,887,281

立木竹 89,728 損失補償等引当金 -

建物 107,387,506 その他 4,525,544

建物減価償却累計額 △ 70,776,111 流動負債 6,368,029

工作物 5,650,913 1年内償還予定地方債 4,263,830

工作物減価償却累計額 △ 3,937,262 未払金 682,981

建設仮勘定 1,224,126 未払費用 -

インフラ資産 96,665,714 前受金 94

土地 2,694,790 前受収益 -

建物 1,393,177 賞与等引当金 456,711

建物減価償却累計額 △ 775,770 預り金 241,002

工作物 226,986,406 その他 723,412

工作物減価償却累計額 △ 134,491,752 43,429,950

建設仮勘定 858,863 【純資産の部】

物品 13,261,637 固定資産等形成分 252,626,599

物品減価償却累計額 △ 9,937,318 余剰分（不足分） △ 36,537,377

無形固定資産 490,966 他団体出資分 -

ソフトウェア 832

その他 490,134

投資その他の資産 34,943,070

投資及び出資金 842,983

有価証券 216,603

出資金 626,380

その他 -

投資損失引当金 △ 49,890

長期延滞債権 892,729

長期貸付金 -

基金 33,489,781

減債基金 1,612,079

その他 31,877,703

その他 -

徴収不能引当金 △ 232,534

流動資産 28,722,427

現金預金 5,622,210

未収金 622,178

短期貸付金 -

基金 21,965,662

財政調整基金 17,806,976

減債基金 4,158,685

棚卸資産 474,497

その他 41,000

徴収不能引当金 △ 3,121 216,089,223

259,519,173 259,519,173

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

全体　貸借対照表

科目 科目

負債合計

（令和 2年 3月31日現在）
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（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

58,733,111

25,573,263

7,480,809

5,950,265

451,752

全体　行政コスト計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

16,705

2,624

56,310

55,218

334,211

2,275,512

54,169,804

1,004,324

782,372

202,623

21,934,941

1,510,000

42,388

4,563,307

2,287,794

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

1,093

9,672,520

744,581

17,469,809

9,314,066

1,333,889

6,811,753

10,102

622,645

237,031

82,335

303,279

33,159,848

55,117,818

-
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（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 253,716,569 △ 38,632,255

純行政コスト（△） △ 55,117,818

財源 56,071,160

税収等 36,785,081

国県等補助金 19,286,079

本年度差額 953,342

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,142,283 1,142,283

有形固定資産等の増加 6,442,746 △ 6,442,746

有形固定資産等の減少 △ 7,496,917 7,496,917

貸付金・基金等の増加 4,824,206 △ 4,824,206

貸付金・基金等の減少 △ 4,912,318 4,912,318

資産評価差額 △ 9,016

無償所管換等 △ 177,348

その他 238,678 △ 747

本年度純資産変動額 △ 1,089,970 2,094,878

本年度末純資産残高 252,626,599 △ 36,537,377
※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

科目

全体　純資産変動計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

合計

215,084,314

△ 55,117,818

56,071,160

36,785,081

19,286,079

953,342

237,931

1,004,908

216,089,223

△ 9,016

△ 177,348

- 15 -



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 52,173,765

業務費用支出 18,951,322
人件費支出 7,693,628
物件費等支出 10,790,425
支払利息支出 237,031
その他の支出 230,238

移転費用支出 33,222,443
補助金等支出 9,733,391
社会保障給付支出 21,934,941
他会計への繰出支出 1,510,000
その他の支出 44,112

業務収入 58,238,408
税収等収入 37,322,289
国県等補助金収入 16,315,152
使用料及び手数料収入 2,426,048
その他の収入 2,174,920

臨時支出 782,372
災害復旧事業費支出 782,372
その他の支出 -

臨時収入 674,257
業務活動収支 5,956,527
【投資活動収支】

投資活動支出 10,796,614
公共施設等整備費支出 6,063,675
基金積立金支出 3,706,939
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 1,026,000
その他の支出 -

投資活動収入 6,759,522
国県等補助金収入 1,700,911
基金取崩収入 3,823,020
貸付金元金回収収入 1,026,000
資産売却収入 83,392
その他の収入 126,199

投資活動収支 △ 4,037,092
【財務活動収支】

財務活動支出 4,481,944
地方債償還支出 4,481,944
その他の支出 -

財務活動収入 2,337,500
地方債発行収入 2,337,500
その他の収入 -

財務活動収支 △ 2,144,444
△ 225,009
5,606,217
5,381,208

前年度末歳計外現金残高 256,177
本年度歳計外現金増減額 △ 15,175
本年度末歳計外現金残高 241,002
本年度末現金預金残高 5,622,210

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体　資金収支計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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連結 財 務 諸 表 
 

  対象となる会計 

一般会計、学校給食費特別会計  

全
体 

財
務
諸
表 

連
結 

財
務
諸
表 

国民健康保険事業特別会計 事業勘定・ 直営診療施設勘定 

地方卸売市場特別会計、 介護保険事業特別会計 

観光施設事業特別会計、 後期高齢者医療事業特別会計 

水道事業会計（企業会計） 

 

一部事務組合・広域連合   ※（  ）は市の負担割合 

古川国府給食センター利用組合       （ 34.96％） 

飛騨農業共済事務組合           （ 56.27％） 

岐阜県市町村会館組合           （ 5.19％） 

岐阜県後期高齢者医療広域連合       （ 4.44％） 

  

地方公社    高山市土地開発公社 

 

第三セクター等       ※ （  ）は市の出資割合 

 

全
部
連
結 

一般財団法人 高山市施設振興公社    （100.00％） 

一般財団法人 高山市福祉サービス公社  （100.00％） 

一般財団法人 荘川観光振興公社     （100.00％） 

一般財団法人 位山ふれあいの里     （100.00％） 

一般財団法人 高根村観光振興公社    （100.00％） 

一般社団法人 高山市文化協会      （ 50.00％） 

一般財団法人 飛騨高山大学連携センター （100.00％） 

 

比
例
連
結 

一般財団法人飛騨地域地場産業振興センター（ 27.50％） 

飛騨高山森林組合            （ 31.97％） 

株式会社 サンサンあさひ        （ 48.61％） 

有限会社 ひだ桃源郷          （ 48.75％） 

一般財団法人 高山市体育協会      （ 38.27％） 

株式会社 まちづくり飛騨高山      （ 41.89％） 

  

※ 一部事務組合・広域連合は、規約に基づく当市の負担割合等により比例連結し

ています。 

※ 第三セクター等は、出資による権利に計上している団体のうち、市の出資割合

が２５％以上の団体を連結しています。出資割合が５０％以上の団体は全部連

結、５０％未満の団体は出資割合により比例連結をしています。

 



（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 231,680,738 固定負債 38,816,898

有形固定資産 196,035,607 地方債 25,707,845

事業用資産 95,991,916 長期未払金 944,717

土地 56,121,808 退職手当引当金 7,462,992

立木竹 138,669 損失補償等引当金 -

建物 107,902,669 その他 4,701,344

建物減価償却累計額 △ 71,149,706 流動負債 6,719,032

工作物 5,941,466 1年内償還予定地方債 4,334,661

工作物減価償却累計額 △ 4,189,556 未払金 869,763

船舶 166 未払費用 38,079

船舶減価償却累計額 △ 166 前受金 2,660

建設仮勘定 1,226,567 前受収益 83

インフラ資産 96,665,714 賞与等引当金 459,891

土地 2,694,790 預り金 281,658

建物 1,393,177 その他 732,237

建物減価償却累計額 △ 775,770 45,535,929

工作物 226,986,406 【純資産の部】

工作物減価償却累計額 △ 134,491,752 固定資産等形成分 254,432,413

建設仮勘定 858,863 余剰分（不足分） △ 37,280,289

物品 13,664,622 他団体出資分 20,000

物品減価償却累計額 △ 10,286,645

無形固定資産 498,040

ソフトウェア 4,597

その他 493,443

投資その他の資産 35,147,091

投資及び出資金 299,493

有価証券 216,613

出資金 79,685

その他 3,195

投資損失引当金 -

長期延滞債権 893,116

長期貸付金 -

基金 34,166,899

減債基金 1,612,079

その他 32,554,820

その他 20,141

徴収不能引当金 △ 232,558

流動資産 31,027,315

現金預金 6,556,619

未収金 1,043,369

短期貸付金 -

基金 21,968,817

財政調整基金 17,810,131

減債基金 4,158,685

棚卸資産 1,403,416

その他 59,282

徴収不能引当金 △ 4,188 217,172,124

262,708,053 262,708,053
※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結　貸借対照表

科目 科目

負債合計

（令和 2年 3月31日現在）
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（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

70,491,711

28,652,859

8,739,564

7,114,975

460,222

連結　行政コスト計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

16,705

5,675

138,368

55,683

392,759

4,568,180

63,432,917

1,008,568

782,372

203,816

32,855,286

1,510,000

42,416

7,058,794

2,490,613

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

82,685

7,431,150

771,609

18,999,878

10,174,865

1,376,804

6,862,947

585,261

913,416

239,323

82,605

591,489

41,838,852

64,303,116

-
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（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体
出資等分

前年度末純資産残高 216,253,851 255,819,442 △ 39,585,591 20,000

純行政コスト（△） △ 64,303,116 △ 64,303,116 -

財源 65,181,077 65,181,077 -

税収等 41,354,607 41,354,607 -

国県等補助金 23,826,470 23,826,470 -

本年度差額 877,960 877,960 -

△ 1,442,220 1,442,220

有形固定資産等の増加 8,219,312 △ 8,219,312

有形固定資産等の減少 △ 9,557,683 9,557,683

貸付金・基金等の増加 4,873,984 △ 4,873,984

貸付金・基金等の減少 △ 4,977,833 4,977,833

資産評価差額 △ 9,016 △ 9,016

無償所管換等 △ 177,348 △ 177,348

他団体出資等分の増 - -

他団体出資等分の減 - -

- - -  

その他 226,677 241,556 △ 14,879

本年度純資産変動額 918,273 △ 1,387,029 2,305,302 -

本年度末純資産残高 217,172,124 254,432,413 △ 37,280,289 20,000
※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

科目 合計

連結　純資産変動計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

固定資産等の変動（内部変動）

比例連結割合変更に伴う差額

- 19 -



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 63,563,240

業務費用支出 21,661,817
人件費支出 8,894,633
物件費等支出 12,014,237
支払利息支出 239,248
その他の支出 513,698

移転費用支出 41,901,423
補助金等支出 7,491,997
社会保障給付支出 32,855,286
他会計への繰出支出 1,510,000
その他の支出 44,140

業務収入 69,783,403
税収等収入 41,892,284
国県等補助金収入 20,855,543
使用料及び手数料収入 2,628,867
その他の収入 4,406,710

臨時支出 784,465
災害復旧事業費支出 782,372
その他の支出 2,093

臨時収入 743,123
業務活動収支 6,178,822
【投資活動収支】

投資活動支出 10,861,473
公共施設等整備費支出 6,085,310
基金積立金支出 3,750,163
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 1,026,000
その他の支出 -

投資活動収入 6,760,930
国県等補助金収入 1,700,911
基金取崩収入 3,823,020
貸付金元金回収収入 1,026,000
資産売却収入 84,800
その他の収入 126,199

投資活動収支 △ 4,100,543
【財務活動収支】

財務活動支出 4,782,033
地方債償還支出 4,782,033
その他の支出 -

財務活動収入 2,351,730
地方債発行収入 2,343,705
その他の収入 8,025

財務活動収支 △ 2,430,303
△ 352,024
6,668,014

比例連結割合変更に伴う差額 △ 494
6,315,495

前年度末歳計外現金残高 256,313
本年度歳計外現金増減額 △ 15,189
本年度末歳計外現金残高 241,123
本年度末現金預金残高 6,556,619

※　千円単位での表示のため、端数処理（四捨五入）により計などが合わない場合があります。

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結　資金収支計算書
自　平成31年 4月 1日
至　令和 2年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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資産の部
1 固定資産
1 有形固定資産

(1) 事業用資産 ・庁舎、学校、福祉施設などの資産を計上（土地、建物、工作物等）

(2) インフラ資産 ・道路、公園など社会基盤となる資産を計上（土地、工作物等）

(3)
物品
物品減価償却累計額

・
・
現金や基金等以外の動産を計上
帳簿原価（取得価格等）が５０万円以上のものを計上

2 無形固定資産

・

3 投資その他の資産

(1) 投資及び出資金
・
・
・

公営企業会計、第三セクター等に対する出資金、出えん金を計上
市場価格のある有価証券は年度末の時価を算出し計上
市場価格のない出資金等については簡易的に実質価格を算出し計上

(2) 投資損失引当金
・
・
出資金のうち連結対象団体及び会計（出資割合が25％以上）において、実質
価格が取得価格の３０％以上低下した場合に両者の差額を計上

(3) 長期延滞債権 ・収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権を計上

(4) 基金
・
・
・

減債基金及び財政調整基金以外の基金の年度末残高を計上
減債基金及び財政調整基金については、有価証券分（原資を確保し利息を
運用するなど固定性の高いもの）の年度末残高を計上

(5) 徴収不能引当金
・
・
長期延滞債権に計上される債権のうち、過去５年間の平均不能欠損率を用
いて徴収不能となる見込み額を計上

２ 流動資産

(1) ・現金の年度末残高を計上

(2) ・収入未済額のうち、現年度に発生した債権を計上

(3) ・減債基金及び財政調整基金のうち現金分の年度末残高を計上

(4)
・
・
・

普通財産のうち公売などにより売却を進めている資産の価格を計上
個別の不動産評価などにより売却予定価格を算出しているものはその価格、
その他については地域・地目ごとの平均価格を用いて時価を算出し計上

(5) ・上記及び徴収不能引当金以外の流動資産を計上

(6) ・未払金に計上される債権のうち、徴収不能となる見込み額を計上

負債の部
1 固定負債

(1) ・地方債残高から翌年度償還予定額を控除した額を計上

(2)
・
・
債務負担行為のうち、既に確定したとみなされるものについて、期末日より１
年以内の支出予定額を除いた額を計上

(3)
・
・

年度末に特別職を含む全職員（年度末退職者を除く）が普通退職した場合の
退職手当支給見込額から翌年度退職手当の支払予定額を控除した額を計
上

(4) ・上記以外の固定負債を計上

２ 流動負債

(1) ・地方債の翌年度償還予定額を計上

(2)
・
・
債務負担行為のうち、既に確定したとみなされるものについて、翌年度支払
い予定額を計上

(3)
・
・
翌年度６月に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のうち、今年度
負担相当額を計上

(4) ・第三者から寄託された資産に係る見返負債を計上（歳計外現金残高）

(5)
・
・
翌年度に支払うことが予定される退職手当など、上記以外の流動負債を計
上

純資産の部

１
・
・
・

資産形成のために充当した資源の蓄積額
固定資産－（長期延滞債権＋投資損失引当金＋徴収不能引当金）
　＋流動資産のうち短期貸付金＋基金＋棚卸資産）

２
・
・
消費可能な資源の蓄積額
上記以外の資産（現金預金等）－負債

その他

１年以内償還予定
地方債

未払金

賞与等引当金

貸借対照表の勘定解説

地上権・借地権などの用益物権、水利権などの無体財産権などを計上

固定資産等形成分

余剰分（不足分）

現金預金

未収金

基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

地方債

長期未払金

預り金

その他

退職手当引当金
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純経常行政コスト
業務費用

１ 人件費（人にかかるコスト）

(1) 職員給与費
・
・
職員等に対して支払われる給与費等から、退職手当と前年度賞与引
当金を控除した額を計上

(2) 賞与引当金繰入額 ・当年度の貸借対照表に計上した賞与引当金を計上

(3) 退職手当引当金繰入額 ・退職手当引当金として新たに繰り入れた金額を計上

(4) その他 ・委員や嘱託職員に支払われる報酬等を計上

２ 物件費等（物にかかるコスト）

(1) 物件費
・
・
・

人件費､維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的性質の経費を
計上（賃金、旅費、交際費、需用費、役務費、備品購入費、報償費、委
託料、使用料及び賃借料、原材料費等）

(2) 維持補修費 ・公共施設等の効用を保全するための経費を計上

(3) 減価償却費
・
・
・

有形固定資産（土地などの非償却資産を除く）の帳簿原価から残存価
格を差し引いた部分を、その耐用年数の各期間に配分する費用（ここ
では､貸借対照表に計上された有形固定資産の減価償却額）を計上

(3) その他 ・上記以外のコストを計上

３ その他の業務費用（その他のコスト）

(1) 支払利息 ・地方債にかかる利息を計上

(2) 徴収不能引当金繰入額
・
・
市税や使用料などのうち、徴収不能見込額として新たに貸借対照表に
計上した金額から、当年度の不納欠損処理額を控除した額を計上

(3) その他 ・上記以外のコストを計上

移転費用（移転支出的なコスト）

(1)
・
・
地方公共団体から他の地方公共団体もしくは民間に対し、各種の行政
上の目的をもって交付する経費を計上

(2)
・
・
・

地方公共団体が各種の法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法
等）に基づき被扶助者に対して支給する費用及び地方公共団体が単
独で行っている各種扶助の支出額を計上

(3) ・特別会計など他会計に対する繰出額等を計上

(4) ・上記以外のコストを計上

経常収益

１ 使用料及び手数料 ・使用料、手数料の調定額を計上（滞納繰越分を除く）

２ その他
・
・
財産収入、預金利子、受託事業収入、雑入などの調定額を計上（滞納
繰越分を除く）

臨時損失

・ 災害復旧に要する経費や資産の除却や売却により生じた損失などを計上

臨時利益

・ 資産の売却により生じた利益などを計上

純行政コスト ・行政コスト計算書の純行政コストを計上

税収等 ・市税、地方交付税、分担金、負担金などの調定額を計上

国県等補助金 ・国庫支出金及び県支出金の調定額を計上

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加・減少
・
・
有形固定資産及び棚卸資産の購入・整備による増加及び売却・除却、
減価償却による資産の減少額を計上

貸付金・基金等の増加・減少 ・基金への新たな積立てによる増加や取崩しによる減少額等を計上

資産評価差額 ・棚卸資産や有価証券などの評価額の見直しによる差額を計上

無償所管替等 ・寄附などにより無償で資産を受け入れた場合の資産評価額を計上

その他 ・上記以外の変動額を計上

行政コスト計算書の勘定解説

純資産変動計算書の勘定解説

財源

補助費等

社会保障給付

他会計への繰出額

その他
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１ 業務活動収支

業務支出
・
・
人件費、物件費等、社会保障給付、補助金等、地方債・一時借入金の支
払利息、他会計への繰出などの経常的な支出を計上

業務収入
・地方税、地方交付税、使用料・手数料、寄附金、諸収入や投資活動支出
に充当されない国県補助金等、分担金・負担金などの経常的な収入を計
上

臨時支出 ・災害復旧に要する支出を計上（資産計上される支出を除く）

臨時収入 ・臨時支出の財源となった国県等補助金や分担金などを計上

２ 投資活動収支 　

投資活動支出
・
・
地方公共団体が自ら公共資産を整備する公共資産等整備支出、基金積
立金支出、投資及び出資金支出及び貸付金支出を計上

投資活動収入
・
・
上記支出の財源となった国県等補助金、分担金・負担金などの収入、基
金取崩収入、貸付金の回収収入及び資産の売却収入を計上

３ 投資活動収支

投資活動支出 ・地方債の元金償還額を計上

投資活動収入 ・地方債の発行収入を計上

資金収支計算書の勘定解説
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１． 資産形成度

(1)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 231,580 259,519 262,708

（人） Ｂ 86,905 86,905 86,905

（万円） Ａ／Ｂ 266.5 298.6 302.3

(2)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 231,580 259,519 262,708

（百万円） Ｂ 50,717 73,616 86,307

（年） Ａ／Ｂ 4.6 3.5 3.0

(3)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 189,596 209,981 210,607

（百万円） Ｂ 302,161 341,418 342,224

（％） Ａ／Ｂ 62.7 61.5 61.5

２． 世代間公平性

(1)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 199,798 216,089 217,172

（百万円） Ｂ 231,580 259,519 262,708

（％） Ａ／Ｂ 86.3 83.3 82.7純資産比率

純資産合計

資産総計

この指標は、貸借対照法上の資産、負債、純資産の対比によって明らかにされるものです。他に世代間公平性を
表す指標としては、財政健全化法における将来負担比率がありますが、将来世代と現世代との負担のバランス
や、どのように推移しているかを端的に把握するために、以下の指標を用います。

純資産比率
資産のうち市民の持分割合を示すと同時に、固定資産が過去世代の拠出によるのか、将来世代の負担による
のかを判断する指標です。この比率が高いほど、現世代（過去の世代）の拠出が高く、将来の世代への負担が
低いこととなります。

取得価格（再調達価格）

有形固定資産減価償却率

世代間公平性とは、「将来世代と現世代の負担の分担は適当か」という視点で分析するものです。

　有形固定資産のうち、償却資産（建物や工作物など）の耐用年数に資産の取得からどの程度経過しているか
を示します。この指標が高いほど、公共施設等が老朽化している傾向にあり、施設の更新・整備の緊急性の目
安となります。

減価償却累計額

歳入総額（前年度末資金残高を含む）

歳入額対資産比率

有形固定資産減価償却率

資産総額

年度末の人口（3月31日時点）

市民一人当たりの資産額

歳入額対資産比率

資産総額

資産形成度とは、「将来の世代に残る資産はどのくらいあるか」という視点で分析するものです。

資産に関する情報は、決算書に添付されている財産に関する調書などがありますが、面積や数量といったもので
資産の価値の情報を得ることはできませんでした。財務諸表のうち貸借対照表では、資産の部において市の資産
価値の情報を一覧表示しており、これを利用して以下の指標を算定します。

市民一人当たりの資産額

　貸借対照表上の資産合計額が何年分の歳入に相当するかを表すもので、この指標を他の団体と比較するこ
とで、当市の資産形成の度合いを図ることができます。

平成３1年度　財務諸表を活用した財政分析

　総務省の示すマニュアルに基づき各種指標を算定しました。
　総務省より、平成27年度から29年度の3年間に全ての地方公共団体において統一的な基準による地方公
会計を整備するよう要請があり、平成29年度末までに、ほぼ全ての地方公共団体において統一された財務
諸表の作成が完了しています。
　今後、経年変化による分析や、他の団体や類似団体間の比較など、財政状況の的確な把握を行うととも
に、分かりやすい財務状況の公開をすすめてまいります。

　貸借対照表上の資産の総額から市民一人当たりの資産額を算定します。この指標を他の団体と比較するこ
とで、当市の資産形成の度合いを図ることができます。
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(2)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 22,450 28,970 30,043

（百万円） Ｂ 172,521 195,854 196,534

（％） Ａ／Ｂ 13.0 14.8 15.3

３． 持続可能性（健全性）

(1)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 31,783 43,430 45,536

（人） Ｂ 86,905 86,905 86,905

（万円） Ａ／Ｂ 36.6 50.0 52.4

(2)

一般会計等 全体 連結

4,847 5,957 6,179

（除外） 122 237 239

△ 3,157 △ 4,037 △ 4,101

1,812,307 2,156,467 2,317,527

(3)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ △ 7,909 △ 7,909 △ 7,909

（百万円） Ｂ 6,020 7,130 7,352

（年） Ａ／Ｂ △ 1.3 △ 1.1 △ 1.1

将来負担額　－　充当可能基金残高

業務収支　＋　臨時財政対策債発行可能額

債務償還可能年数

債務償還可能年数
　債務の償還能力を示す指標で、償還財源の上限額を全て債務償還に充当する場合に、何年で現在の債務
を償還できるかを表します。この指標が低いほど、償還能力が高いことを表します。

支払利息支出 （百万円）

投資活動収支 （百万円）

基礎的財政収支（プライマリーバランス） （千円）

基礎的財政収支（プライマリーバランス）
　資金収支計算書から、収支（地方債元利償還額を除く歳出と地方債発行収入を除く歳入）のバランスを示す
指標で、このバランスが均衡していればその年の行政サービスを借金などの将来世代への負担を増やすこと
なく、現役世代の税収などで賄えていること示しています。

業務活動収支 （百万円）

負債総額

年度末の人口（3月31日時点）

市民一人当たりの負債額

市民一人当たりの負債額
　貸借対照表上の負債総額から市民一人当たりの負債額を算定します。この指標を他の団体と比較すること
で、将来世代への負担の度合いを図ることができます。

社会資本形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

持続可能性（健全性）は、「市財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」という視点で分析するものです。

この視点は財政運営の本質的な視点であり、財政健全化法による健全化比率（実質赤字比率、連結実質赤字比
率、実質公債費比率、将来負担比率）による分析も行いますが、財務諸表でもそれに追加して有用な情報を提供
できます。

地方債残高

有形・無形固定資産合計

社会資本形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）
　資本形成の結果を表す資産のうち、地方債による形成割合を見ることにより、今後の世代によって負担する
割合を見ることができます。この比率が高いほど、将来の世代が負担する割合が高いことを表します。
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４． 効率性

(1)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 37,104 54,170 63,433

（人） Ｂ 86,905 86,905 86,905

（万円） Ａ／Ｂ 42.7 62.3 73.0

５． 弾力性

(1)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 37,104 54,170 63,433

（百万円） Ｂ 38,762 56,071 65,181

（％） Ａ／Ｂ 95.7 96.6 97.3

６． 自律性

(1)

一般会計等 全体 連結

（百万円） Ａ 2,601 4,563 7,059

（百万円） Ｂ 39,705 58,733 70,492

（％） Ａ／Ｂ 6.6 7.8 10.0

経常収益

経常費用

受益者負担割合

受益者負担割合
　市のコストのうち、行政サービスの受益者が直接的に負担する割合を表します。この指標を経年比較したり、
他の類似団体と比較したりすることで、市の受益者負担の特徴を把握することができます。

行政コスト対税収等比率

自律性は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっているか）」という視点で分
析するものです。

これは市の財政構造の自立性に関するものであり、決算統計における歳入内訳や財政力指数などでも分析でき
ますが、行政コスト計算書において使用料・手数料など受益者負担の割合を算定することにより分析することがで
きます。

純経常行政コスト

一般財源等

財政の弾力性については、一般的に経常収支比率（決算統計）等が用いられますが、純資産変動計算書を用い
て弾力性の分析が可能となります。

行政コスト対税収等比率
　資本形成を伴わない行政コスト（純経常行政コスト）に対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかを判断
する指標で、純経常行政コストに対する一般財源等の比率で算定されます。この指標が100％に近いほど資産
形成の余裕度が低いとされ、100％を上回ると過去から蓄積された資産が取り崩されたことを示します。

年度末の人口（3月31日時点）

市民一人当たりの行政コスト

弾力性は、「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるのか」という視点で分析するものです。

　行政コスト計算書上の純経常行政コストから市民一人当たりの行政コストを算定します。この指標を他の団
体と比較することで、行財政の効率性の度合いを評価する指標となります。

純経常行政コスト

効率性は、「行政サービスは効率的に提供されているか」という視点で分析するものです。

行政の効率性については、施策評価や事業評価において個別に分析が行われていますが、行政コスト計算書で
は行政活動にかかる費用を発生主義に基づきフルコストして表示するものであり、行財政の効率化を目指すため
に不可欠な情報を一括して分析することができます。

市民一人当たりの行政コスト
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